
◆計画の概要・主な施策の展開方向 （こども家庭庁「都道府県社会的養育推進計画策定要領」に基づき、本県の実情を踏まえ策定）

山形県社会的養育推進計画（令和７年度～11年度）の概要

計画の
趣旨と
位置付け

◆様々な事情により家庭で保護者と一緒に暮らすことができないこどもが、社会全体で支えられ健やかに成長できるよう関係機関が
連携して支援していくための計画（こども家庭庁が都道府県に策定を要請）

◆計画期間：令和７年度～11年度までの５年間

※令和２年３月に策定した令和２年度～１１年度を期間とする10年計画の後期計画に相当
※山形県こどもヹ子育て笑顔フョヱにおける施策の基本の柱４「困難を有するこどもヹ若者とその家族が未来を切り拓くために」の
推進方策である「（３）こどもへの虐待防止」及び「（４）社会的養護等を必要とするこどもへの支援」を踏まえ具体的な取組みを推進

背景
経緯

◆全国的に児童虐待相談対応件数の増加など、これまで以上にこどもの養育に困難を抱える
家庭が顕在化
⇒令和４年６月児童福祉法改正
（こどもに対する家庭及び養育環境の支援強化ヹ権利擁護施策の推進）

◆本県においても、児童虐待認定件数が高止まり傾向にあるなど、様々な事情を抱える家庭が
顕在化してきている状況から、社会的養育体制の更なる強化が求められる
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１．計画の基本的考え方及び全体像

「家庭養育優先原則」及び「ハヺボニヱサヺ保障」の理念の下、こどもの最善の利益の実現に向け、項目２～１２の取組みを推進

１２．障害児入所施設における支援

○入所児童の個性や主体性を尊重し心身の特性に応じた支援を行うとともに、
できるだけ良好な家庭的環境を整備

１１．児童相談所の強化等に向けた取組み

○若手職員と中堅職員等によるタヺマによる若手職員の育成
○指導的役割を担う児童福祉司の養成研修への積極的派遣
◎一時保護時の司法審査導入等への対応のため、弁護士の相談支援体制
の強化による法的対応体制の強化

１０．社会的養護自立支援の推進に向けた取組み

○私立高校入学時納付金や自動車運転免許取得経費への助成などにより、
進学や就職等の自立を支援
◎施設退所者等への柔軟で継続した生活支援等が行えるよう
「児童自立生活援助事業」の実施を支援
☆社会的養護経験者等の相互交流や必要な情報の提供、相談等を
行う「社会的養護自立支援拠点事業」の実施体制の整備

９．施設の小規模かつ地域分散化等に向けた取組み

○施設の小規模かつ地域分散化等に係る補助制度や施設の体制強化に係る

専門職の配置加算制度等に関する助言や情報提供

○児童相談所による専門的助言や施設職員向けの研修会等の開催

☆こどもや家庭への相談支援等に従事する専門職の質の向上を図るために

令和６年度から創設された公的資格「こども家庭セヺサメラロヺォヺ」の取

得促進（資格取得に係る研修受講経費等の助成）

目
標

社会的養護関係施設における「こども家庭ソーシャルワーカー」
の資格取得者数 現状（R6)：実績なし ⇒ R11末：３0人

８．里親・ファミリーホームへの委託の推進に向けた取組み

◎里親制度の認知度向上のための普及啓発の強化

◎サュヺテシツアや週末などの短期受入も含めた養育里親の確保

◎未委託里親の不安解消と養育のための知識や技術の維持向上

（研修の実施、委託里親との交流ヹ協働の機会の創出等）

☆里親支援スヱソヺの設置に向けた先進事例の調査研究や関係施設との

連携を含めた県全体の里親等支援体制の強化

目
標

７．こどものパーマネンシー保障に向けた取組み

○親子関係の再構築に向けた保護者支援フルギョマ等の専門知識や

技術の習得に係る専門研修への関係職員の派遣

○関係施設と連携した保護者とこどもの関係性を踏まえた十分な゠スシ

ミヱテと丁寧なボチタヱギ等による特別養子縁組の成立支援

６．一時保護改革に向けた取組み

☆新たにこども家庭庁が示した基準に沿った一時保護施設の環境整備

◎委託一時保護が可能な里親等の確保、障がい児施設等との連携強化

☆適切な保護と質の高い支援を行うため、第三者評価の導入

４．支援を必要とする妊産婦等の支援に向けた取組み

☆「妊産婦等生活援助事業」の実施体制の整備

３．市町村のこども家庭支援体制の構築等に向けた取組み

○こども家庭スヱソヺの設置ヹ運営支援

○児童相談所職員によるシヺハヺノアジ（゠デノアゴヺ派遣）

◎こども家庭スヱソヺの職員等を対象とした実務的な研修会

（面接技術やコホヺテフョヱの作成等）の開催

☆市町村担当者（こども家庭スヱソヺの統括支援員等）が顔を合わせ

て行う情報交換会等の機会の確保

◎市町村が実施する「子育て短期支援事業」の実施拡大のため、

受け皿となる里親（いわゆる「サュヺテシツア里親」）の確保

◎家庭支援事業に対する事業者や施設の理解促進と受入体制整備

☆在宅支援を担う市町村と一時保護や施設入所等の専門的対応を

行う児童相談所の役割分担と対応基準を定めるための検討や共通

理解を深めるための合同研修等の実施

目
標

２．当事者であるこどもの権利擁護の取組み

○こどもの権利ヌヺテの活用等による権利擁護の取組みの周知

○関係職員への研修等による権利擁護に関する理解促進とこどもの

意見等を聴くシカラの向上

◎こどもが意見等を伝えることをコホヺテする意見表明等支援員

（独立性のある第三者）を配置する「意見表明等支援事業」の拡充

目
標

代替養育が必要なこども（一時保護中を含む）のうち、意見表明等支援事業を利用
することが可能なこどもの割合 現状（R6末見込)：７％ ⇒ R11末：100％

☆新規 ◎強化・拡充 ○継続

家庭での養育支援（予防的支援） 家庭での養育が困難な場合の支援（里親等委託や施設入所等の代替養育）

里
親
等
委
託
率

区分/年度 現状（R5） R11

３歳未満 23.5％ 52.6％

３歳以上就学前 34.1％ 75.0％

学童期以降 17.8％ 31.7％

全体 20.9％ 39.0％

目指す姿

項目 現状(R6) R11

こども家庭センター設置数 27市町村 全市町村

短期支援事業（ショートステイ等）
を受託している里親世帯数

６世帯 20世帯

５．代替養育が必要なこどもの見込み数

こども人口（0歳～18歳）は減少するが、代替養育を必要とするこども数は概ね横ばいで推移する見込み （R5末：249人⇒R11末：243人）

《家庭養育優先原則》
・市町村の家庭支援事業等の活用により、こどもが家庭において健やかに養育されるよう保護者等を支援（在宅支援）
・家庭での養育が困難な場合は、「家庭と同様の養育環境」である里親等への委託を推進
・これらが困難な場合は、「できる限り良好な家庭的環境」において養育されるよう、小規模かつ地域分散化された施設等への入所を検討

《ハヺボニヱサヺ保障》
・永続的な家族関係をベースにした家庭という育ちの場の保障（「新しい社会的養育ビジョン」より引用）

《妊産婦等生活援助事業》

・生活に困難を抱える特定妊婦等に一時的な住まいや食事の提供、
その後の養育等に係る情報提供や、医療機関等の関係機関との
連携を行うもの。（事業所として母子生活支援施設等を想定）

《こども家庭スヱソヺ》

・ 母子保健機能及び児童福祉機能の一体的な運営を
通じて、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対する
包括的な支援を切れ目なく提供する中心的役割を担う。

《里親支援スヱソヺ》

・里親に関する普及啓発や里親の相談に応じた情報の提供、助言、研修
その他の援助等、里親支援事業を包括的に行う児童福祉施設
（センター長、リクルーター、支援員、トレーナーの４名の専任職員を配置）

令 和 ７ 年 ３ 月
しあわせ子育て応援部


